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日本では，東京一極集中やそれに伴う地方都市の衰退が長年指摘され，その解決を期待し
て交通ネットワークの整備が行われてきたが，新幹線整備の影響は明確にされていない．本
研究では新幹線の整備が都市間の交通条件を大きく変化させ，全国各地に支社を置く企業の
業務構造に影響を与えることに着目する．最適企業組織配置モデルを用い，北陸新幹線整備
が仮想的な企業の業務構造にもたらす影響を企業の特性ごとに分析し，支社階層の変化や業
務の管轄先の変化など沿線地域の活性化を検討するうえで参考となる知見を明らかにする． 
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1．はじめに 

 日本では，東京一極集中やそれに伴う地方都市の

衰退といった問題が長年指摘され，その解決を期待

して高速道路や新幹線などの交通ネットワークの整

備が行われてきた．しかし，物の輸送コスト削減を

通して製造業や流通業に影響を与える高速道路と比

較すると，新幹線整備の影響は明確にされていない． 

本研究では，新幹線の整備が都市間の交通条件を

大きく変化させ，全国各地に支社を置く企業の業務

構造に影響を与えることに着目する．ここでは北陸

新幹線の整備を例として先行研究 1)の最適企業組織

配置モデルを用い，企業の情報処理能力，費用構造

という特性の違いによって，仮想的な企業の業務構

造がどのように変化するかを演繹的に分析する． 

2．最適企業組織配置モデル 

(1)モデル化する仮想企業 

全国に散らばる顧客を相手にする仮想的な企業が，

1 つの本社を頂点としたツリー型の組織を構築する

と考え，次のような仮定をおいてモデル化を行う． 

①企業は支社を管轄する 1 つの本社と，顧客及び下

層の支社を管轄する多階層の複数の支社を持つ． 

②支社は管轄する業務をこなすと同時に，一定の比

率（業務集約係数𝑟(0 < 𝑟 < 1.0)）で必要となる複

雑な業務を，上層の支社または本社に依頼する． 

③各階層では業務量に比例した従業者を雇用する． 

④下層から依頼された業務を行う上で，上層の雇用

者が下層支社に移動する一般化費用が必要である． 

⑤本社と支社を配置する際，雇用者数に関係なくか

かる固定費用と，雇用者数に応じた広さのオフィ

スを確保するための賃貸料や賃金が必要である． 

⑥顧客の配置は所与であり，ほかの企業の影響は一

切受けないと仮定する． 

(2)奥村・高田・大窪モデル 

以上のような階層的な業務構造を求めるために，

先行研究 1)において，本社顧客間に支社を挿入する

か否かを判定する単一階層の支社配置問題を繰り返

し適用するモデルが開発されている．以下ではその

概要を示す． 

単一階層支社配置問題では，本社の立地コスト𝐶0
𝑛，

支社の立地コスト𝐶1
𝑛，支社顧客間の移動コスト𝐶2

𝑛，

本社支社間の移動コスト𝐶3
𝑛，本社顧客間の移動コス

ト𝐶4
𝑛を考え，その総和を最小化する．  

  𝐶0
𝑛 = (𝑤0

𝑛 + 𝑝0)𝑠0
𝑛 

  𝐶1
𝑛 = ∑ {𝑓𝑋𝑗

𝑛 + (𝑤𝑗
𝑛 + 𝑝𝑗)𝑠𝑗

𝑛}𝐽
𝑗=1     

                  𝑠. 𝑡.  𝑋𝑗
𝑛 ∈ {0,1}   ∀𝑗 

  𝐶2
𝑛 = ∑ ∑ 𝜆𝑖

𝑛𝑑𝑖𝑗𝑌𝑖𝑗
𝑛𝐼

𝑖=1
𝐽
𝑗=1  

  𝐶3
𝑛 = 𝑟 ∑ 𝑠𝑗

𝑛𝑑𝑗0
𝐽
𝑗=1  

  𝐶4
𝑛 = ∑ 𝜆𝑖

𝑛𝑑𝑖0𝑍𝑖0
𝑛𝐼

𝑖=1       𝑠. 𝑡.    0 ≤ 𝑍𝑖0
𝑛 ≤ 1       ∀𝑖 

最小化において以下の制約条件を置く． 

  ∑ (𝑌𝑖𝑗
𝑛 + 𝑍𝑖0

𝑛 )𝐽
𝑗=1 ≥ 1    ∀𝑖 

  𝑠0
𝑛 = ∑ 𝜆𝑖

𝑛𝑍𝑗0
𝑛𝐼

𝑖=1 + 𝑟 ∑ 𝑠𝑗
𝑛𝐽

𝑗=1     ∀𝑖, 𝑗 

  𝑠𝑗
𝑛 = ∑ 𝜆𝑖

𝑛𝑌𝑖𝑗
𝑛𝐼

𝑖=1       𝑠. 𝑡.    0 ≤ 𝑌𝑖𝑗
𝑛 ≤ 𝑋𝑗

𝑛    ∀𝑖, 𝑗 

ここで，地域𝑖の顧客からの業務量𝜆𝑖
𝑛，本社雇用者

当りの賃金𝑤0
𝑛および賃貸料𝑝0，地域𝑗の支社雇用者

当りの賃金𝑤𝑗
𝑛および賃貸料𝑝𝑗，支社顧客間および本

社支社間の雇用者当り移動費用𝑑𝑖𝑗，𝑑𝑗0，本社顧客間
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の雇用者当り移動費用𝑑𝑖0，業務集約係数 𝑟(0 < 𝑟 <

1.0)，支社固定費用𝑓が与えられる．その下で，地域

𝑗の支社配置の 0-1変数𝑋𝑗
𝑛，地域𝑖の顧客の地域𝑗の支

社の管轄割合𝑌𝑖𝑗
𝑛，地域𝑖の顧客の本社による直接管轄

割合𝑍𝑖0
𝑛，本社雇用者数𝑠0

𝑛，地域𝑗の支社雇用者数𝑠𝑗
𝑛

という５種類の変数を最適化する． 

また各階層の賃金と固定費用を次のように与える． 

  𝑤𝑗
𝑛 = 𝑤1 × 𝑛   

  𝑤0
𝑛 = 𝑤1 × (𝑛 + 1) 

  𝑓 = 𝑙𝑓∗ 

 ここで𝑤1：第１階層賃金，𝑓∗：基本の固定費用，

𝑙：固定費用のパラメータ(0 < l < 0.8)，である． 

最適な多階層支社配置を決定する手順は以下の通

りである．最初に本社と顧客を与えて単一階層の支

社配置問題を解く．さらに以降の繰り返しでは，前

段階で配置された支社と本社が直接管轄する顧客を

顧客分布として与え，再び単一階層の支社配置問題

を解く．この操作を新たに支社が配置されなくなる

まで繰り返す． 

(3)最適な業務構造の計算方法 

本研究では，企業の特性を表すパラメータ𝑟, 𝑙を多

様に変化させながら上記のモデルを用いて複数の支

社配置を求め，その時の企業全体の総費用を比較し

て最小費用のものを最適支社配置とする．これらの

操作を複数の時点の交通条件に対して行う． 

3．3時点の企業の最適業務構造 

 北陸新幹線の金沢開業前後の 2005 年と 2015 年，

および大阪開業後の 2030 年の交通条件における全

国の最適な業務構造を求めた．  

図-1に石川県に置かれる支社の最大階層と支社の

上位の県を示す．2005 年と 2015 年の比較から，北

陸新幹線開通で対東京の交通条件が改善され，賃金

の高い高階層の雇用者の移動費用が低下したため，

全体的に石川の支社の階層が上がる．しかし𝑟 = 0.4

付近，𝑙 = 0.5~0.7のケースでは，階層が下がる変化

が見られた．これは東京までの所要時間の短縮幅が

石川より富山で大きく，2005 年に石川の下位にあっ

た富山が，2015 年には逆に上位に置かれた結果であ

る．また石川の上位に長野が置かれるケースも増え

ている． 

次に 2015 年と 2030 年の比較から，石川県に置か

れる支社の階層は， 𝑟 = 0.4付近で低くなる傾向が見

られる．この時期には東京から北陸への交通条件は

変化しないものの，その他の地域の交通条件の改善

により東京本社雇用者の移動費用圧縮の必要性が低

下し，本社の階層が下がることが原因である．また，

石川県の上位の県はほとんど変化しないが， 𝑟 = 

 

図-1 石川県の支社の最大階層と上位の県 

 

0.2以下のケースにおいて，北陸新幹線の大阪延伸に

よるアクセス改善を受け，石川の上位支社が愛知，

長野，東京から関西（大阪または京都）に切り替わ

る変化が見られる場合がある． 

4．おわりに 

 本研究では，最適企業組織配置モデルを用いた分

析の結果，北陸新幹線整備は一部企業を除いて石川

県の支社階層を高くするという影響をもたらしたが，

大阪開通により支社階層が低くなるという変化が想

定されることがわかった．今後はその他の地域への

影響も確認する必要がある． 

参考文献 

1) 奥村誠・高田直樹・大窪和明： 多階層最適企業

組織配置モデルに関する研究， 2011.10，土木

学会論文集 D3， Vol.67,No.4，pp.408-421.  

(2020 年 2 月 5 日提出) 


